
5-1．共済事業における顧客本位の業務運営の取組等

【今後の改革の方向性】

• 農林水産省は、全国共済農業協同組合連合会や各農業協同組合が実施している総点検運動や、定期的な検

査等を活用して、適切なモニタリングを実施し、必要な指導・監督を行うとともに、適切かつ自律的なコンプライ

アンス・ガバナンス態勢の構築を図る。また、顧客本位の業務運営の取組に積極的に取り組むよう促すための

方策を検討し、必要な措置を講ずる。 [令和５年度措置]

• 厚生労働省、農林水産省、経済産業省及び国土交通省は、協同組合（農業協同組合を除く。）が実施する共

済事業について、定期的な検査等を活用してリスクを的確に把握するための点検を実施するとともに、状況に

応じた顧客本位の業務運営の取組に積極的に取り組むよう促す。また、点検結果を踏まえ、必要に応じて、行

政庁としての監督の実効性を向上させる取組を検討し、必要な措置を講ずる。 [令和５年度措置]

【現状と課題】

• 農業協同組合法、水産業協同組合法、消費生活協同組合法、中小企業等協同組合法の各法律に基づく協同

組合等において共済事業が実施されているが、推進目標の達成を動機とする不祥事件が発生している。

• 各協同組合は、それぞれの法律を所掌する省庁等が監督指針等により指導・監督を行っているが、取り扱う共

済商品の販売対象の範囲や営業推進態勢の強度

など、監督を行う行政庁がリスクを的確に把握する

ため、総点検を行う必要がある。

• また、民間保険会社においては、顧客本位の業務

運営の取組が推進されており、保険と同様の共済

事業を実施する各協同組合においても、現行の取組

状況等を踏まえ、積極的に取り組むことを促してい

くべきである。 【出典】金融庁ＨＰ「顧客本位の業務運営に関する情報」
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5-2．卸売市場の活性化に向けた取組

【今後の改革の方向性】
・ 卸売市場が抱える課題に対応するため、多様な能力を持つ市場参加者が活躍できる環境づくりなど目指すべき姿の実現に向け

た取組を検討・措置する。 [令和５年度措置]
・ 新規参入時に、既存事業者の推薦や同意を求めることが、独占禁止法上問題となるおそれがあることについて、開設者等に通

知し、卸売市場の運営に係る実務的ルールの実態調査を行い、結果を農林水産省ホームページにおいて公表を行う。また、調
査結果を踏まえ、実務的ルール等の見直しの検討・取組を開設者に促す等の措置を講ずる。

[通知は措置済み、実態調査は令和５年上期措置、公表や措置は令和５年度措置]
・ 食品等の取引の適正化を図る観点から、卸売市場における市場関係者の取引に関する実態調査を行い、調査結果を踏まえ、

必要な措置を講ずる。 [実態調査は令和５年措置、措置は令和５年度措置]
・ 産地卸売市場の統廃合等の取組を支援するにあたって、独占禁止法上問題となるおそれがないなど適法な買参人等の新規参

入ルールであることを要件に加えるとともに、ルール公表を促進する措置を講ずる。 [措置済み]

【出典】第１回地域産業活性化WG（令和４年12月２日開催） 資料２（水産物に関する産地市場、消費地市場の目指すべき姿）より抜粋

【現状と課題】
• 卸売市場は、食品流通の中で集荷・分荷、価格形成、代金決済等の調整機能を果たしており、食品等の流通の核として生鮮食料

品等を供給する役割を果たすことが期待されている。また、農林漁業者の所得を向上させるとともに、消費者ニーズに的確に応え

ていくためには、新たな需要の開拓や付加価値の向上に取り組むことが重要である。

• そのためには、気候変動、人口高齢化、食やライフスタイルの多様化、ＤＸなどの技術革新といった、外部環境の変化に適切に対

応していくことが必要であり、円滑な世代交代や、多様な能力を持つプレイヤーの新規参入等を促進させることが重要である。
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5-3．農協改革の着実な推進

【今後の改革の方向性】

• 自己改革実践サイクルにおいて、農協及びJAバンクが自己改革の取組を自律的に深化・発展させるべく、経

営体制の実効性向上、定量的な進捗状況把握、担い手経営体に対する取組強化、オンライン・デジタル技術

の活用等の重要性を踏まえて、好事例の横展開も含めて、農協及びＪＡバンクへの助言及び指導・監督等を行

う。 [令和５年度以降継続的に措置]

【現状と課題】

• 農協の自己改革については、各農協において、自己改革に関する方針の策定等、具体的な行動が実施され、

着実に取り組まれていることは評価できる。

• 一方で、農業所得の増大等に向けて、これからの農業生産の主力となる担い手経営体の声をより積極的に取

り入れる等の改革の取組の深化・発展が引き続き必要。

5-4．農協における適切なコンプライアンス・ガバナンス態勢等の構築・実施

【現状と課題】

• 農協において、共済事業におけるノルマの強要や自爆契約、また、不要な物品購入や自社サービスの利用に

関する誓約書を求める等の、不適切な事案の報道があり、適切なコンプライアンス・ガバナンス態勢の構築と

実施が優先的に対処すべき組織課題となっている。

【今後の改革の方向性】 [令和５年度措置]

• 農協におけるコンプライアンス・ガバナンス態勢の構築を図るための方策を検討し、必要な措置を講ずる。

• ノルマ達成のための商品購入や雇用契約を背景としたサービス利用等の強制は公序良俗違反や不法行為と

なる可能性があることの周知や、労働関連法規やハラスメント防止等に係る研修等を行う。 41



5-5．適切な水産資源管理の推進

【今後の改革の方向性】
• 令和５年度までに漁獲量の８割をＴＡＣ魚種とする目標を達成するための取組を行う。 [令和５年度措置]

• 太平洋クロマグロの漁獲量未報告事案等を踏まえた水産資源の管理の在り方について、太平洋クロマグロが陸揚げされる主要な

港等の現場確認から判明した現状の主な問題点等を踏まえて、太平洋クロマグロの漁獲や流通に係る監視や制度の在り方も含

め、再発防止や管理の強化を検討し、必要な措置を行う。 [令和５年度検討、遅くとも令和７年度までに措置]

• ＩＵＵ漁業対策に関する国際的な取組等を踏まえて、消費者、流通業者、漁業者等の関係者において、資源管理の必要性に関す

る理解を深めるなど、適切な資源管理を進めていくための環境づくりとともに、消費者が安心して購入できる水産物を届けるため

に民間企業が行う持続可能な調達におけるＩＵＵ漁業由来の水産物を取り扱わない方針を円滑に実現するための推進方策につい

て、検討し、必要な措置を講ずる。 [令和５年度検討、可能なものから速やかに措置]

【現状と課題】
• 令和５年度までに漁獲量の８割をＴＡＣ管理することが、資源管理の目標。目標と具体的な行程を示すため、「新たな資源管理の

推進に向けたロードマップ」が策定され、スケジュールを公表。スケジュールと検討部会等の開催状況を比較し遅れがみられる。

• 漁業法違反である太平洋クロマグロの漁獲量未報告事案が発生。太平洋クロマグロが水揚げされる主要な港等の現場確認から

判明した問題点を踏まえ、漁獲や流通に係る監視や制度の在り方も含め、再発防止や管理強化を検討していく必要がある。

• SDGsの観点から、小売大手企業等は、IUU（違法・無報告・無規制）漁業由来の水産物の排除や持続可能な調達の担保のため、

持続可能な調達原則や方針等を策定する等の取組を実施。しかし、民間企業の自助努力だけでは限界があることが確認された。

• 【
【出典】第７回地域産業活性化WG（令和５年５月18日開催） 資料１（TAC魚種拡大に向けた検討プロセス）より抜粋
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5-6．改正漁業法の制度運用（漁業権の免許）

【今後の改革の方向性】
・ ガイドラインのチェックシートにおける有効の判断基準について、定量的なデータも含む客観的な証票類や現地調査の結果等に

基づき判断し、客観的根拠がない場合は、有効の判断基準を満たさないものとみなすよう指導等を行う。 [令和５年上期措置]
・ 組合員資格要件について、漁民の場合、交通事情や漁業者の居住実態等の周辺環境の変化を踏まえ必要に応じて広げるなど

柔軟な運用となるよう、都道府県に通知を行う。法人の場合、地区内に住所ではなく事業場を有するのみでも組合員資格要件を
満たすことについて、都道府県に対し漁協を指導する旨助言する。また、漁業権行使規則について、交通事情や漁業者の居住実
態等の周辺環境の変化を踏まえ実態に即して柔軟な運用となるよう、都道府県に通知を行う。 [令和５年上期措置]

・ 漁協の組合員加入について、世襲以外の新規加入を認めないこととなっていないか等、適切な組合員資格審査の制度運用がな
されるよう、都道府県に対して指導する。 [令和５年度措置]

【出典】水産庁HP：「海面利用制度等に関するガイドライン」６ページ（第３－２海区漁場計画（適切かつ有効➀））より内閣府規制改革推進室作成

【現状と課題】
• 漁業者の人口が減少する中、漁業権が設定されているが有効に活用されていない漁場や漁業権が設定されていない漁場もみら

れ、水産業を活性化させるためには、未利用漁場の有効活用を図り、漁業・養殖業における新規参入や漁場の規模拡大を促進

するなど、海面の有効活用を一層図ることが重要である。

• その趣旨が「海面利用制度等に関するガイドライン」で明らかにされ、漁場を適正かつ有効に活用しているかの判断を行う際、確

認すべき項目を示したチェックシートが作成され運用が開始されているが、未利用漁場が有効活用されていない懸念がある。
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